


































低～中層の自社建物等への木造建築・木質材料の使用意向に関するアンケート（結果） 

実施期間：2017 年 12 月 20 日～2018 年 1 月 20 日 

回答者：経済同友会 会員所属企業の不動産担当者 回答総数 56 社 

ここでは対象となる建物を、2-3 階（低層）～9階建（中層）の自社所有建物で、業務施設、

生産施設、商業施設だけでなく、社宅・厚生施設等を含むものとした。 

 

１．木造建築について 
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・鉄筋コンクリート造、鉄骨造と比較
して短工期、工事費が安くなるなど、
比較優位性の可能性を感じたため 
・保養施設であったことから周囲との
調和や木造（混合）建築の温かみを活
かしたかった 
・（集合住宅共⽤棟で検討中）持続可
能社会への貢献、物件コンセプトとの
親和性 
・事業活動でめざす中⻑期環境ビジョ
ンに合致している 

⽊を使って良かったこと－⾃由回答 

・意匠上の温かみが演出できた。木目
調シートでは出せない本物の質感が
出せた 
・意匠の⾃由度、コストは優れている
・風情があり、保養施設に求めるイメ
ージに合致している 
・来客者にも木の持つ温かみを感じて
もらうことができ、好評である 
・環境によく、建築空間に温もりが伝
わる「場」を設えることができた。地
域に開放をすることも視野に入れた
厚生施設であったことから、企業とし
て取り組む姿勢を形にて、社会に発信
することができた 















分類 改善要望
改善要望の対象となる

現⾏法令等
現状改善・規制緩和等に関する

具体的提案
期待される効果

⽊材の低コスト流通
の実現と、各地地域
産材利⽤⽅針との整
合

「公共建築物等における⽊材の
利⽤の促進に関する法律」（平
成22年法律第36号）第8条に
基づく、各自治体における⽊材
利⽤促進⽅針

自治体によっては、地域産材の利⽤を明
示しているため、製材拠点の有無や、出
材量と需要のミスマッチにより価格の⾼
騰を招きやすい。⽊材のクレジット⽅式
などの新しい制度の開発

地域産材の利⽤主旨と⽭盾しない、
低コスト流通の実現

地域産材の情報収
集・購買を仲介する
等によって容易にす
るような機関・施
策・制度の制定

特になし

⽊材コーディネーター、⽊材コンサルタ
ントなどさまざまな事業者・機関が登場
しつつある現状において、一定の機能・
役割を担える者については、全国的な基
準の資格登録制度を設け、公共事業では
その登⽤を義務づけ

⽊材利⽤に必要な様々な機能を機関
化し、利⽤実態の⾒える化、レベル
の統一を図る

⼭林データ（供給可
能な⽊材資源データ
（材積、強度等））
の収集・整備

特になし
地域の⽊材資源データ（強度出現分布、
森林ストック量など）を収集する情報
ネットワークの構築

⽊材調達事情が早期に明確になるた
め、⽊造建築事業を進めるリスクが
低減する

現⾏、間伐推進が強調されるが、主伐に
較べた⽣産性は低い。また、森林資源の
循環利⽤を進めるためには、再造林コス
トを低減する必要がある

環境条件や林齢構成により適当と判断さ
れる場合には、主伐（再造林の一体推進
含む）も含む柔軟な政策を採⽤する

⼤径⽊の利⽤を容易
にする流通・⽣産シ
ステムの整備

特になし

⼤型⽊造建築に供するため、⼤径⽊に関
する情報、製材可能な施設情報などにつ
いて集約・提供する情報ネットワークの
構築

未利⽤の⼤径⽊の情報⼊⼿・購買が
容易にできるようになるため、⼤規
模⽊造工事の低価格化、リスク低減
につながる

樹種毎のＪＡＳ認定など、細目にわたる
認定制度について、緩和ないしは維持費
がかからない制度改正

ＪＡＳ規格の柔軟な拡張による耐火集成
材やCLTなどの最新技術の取り込み

CLTや集成材で認められている接着剤は
水性⾼分子イソシアネートかレゾルシー
ノールとなっている。同等性評価法に
よってJAS取得が可能であるが、一旦取
得しても3年毎に更新が必要となってお
り、⼿続きが煩雑
3年更新を2回済ませば以降は不要にな
る等の条件緩和

スギ・ヒノキのハイブリッドCLTはJAS
に基準があるが、建築基準法に規定がな
く、スギの強度を採⽤せざるを得ない

設計自由度の向上

ハイブリッドCLTの基準強度の制定 構造計算負担の軽減
その他、さまざまな樹種の組合せに基準
強度の制定

CLTの利⽤促進

CLTで耐⼒壁を構成する場合の、壁倍率
は建築基準法に制定されておらず、国土
交通⼤臣認定を取得する必要がある

設計自由度の向上

建築基準法での制定
構造計算負担の軽減、CLTの利⽤促
進

森林⾏
政・林業
支援

間伐から、主伐・再
造林への政策拡⼤

主伐（再造林の一体的な推進含む）
により、伐採・再造林コストの低減
と出材量の増加（⼤規模建築のため
の⼤径材供給増含む）

法・規制
の⾒直し
緩和

JAS製材、集成材製造
事業者等の資格認定
制度の⾒直し
（⽇本農林規格)

JAS規格「製材についての製造
業者等の認定の技術的基準」お
よび「集成材についての製造業
者等の認定の技術的基準」

製造事業者が多様なJAS規格を保持
できるようにすることで、製造拠点
が増える。また、資格維持費の低減
や品質基準の合理化による低価格化
の実現

JAS同等性評価
（⽇本農林規格）

直交集成板の⽇本農林規格 CLT製造コストの低減

混合樹種等の基準強
度
（建築基準法）

建築基準法に基づく告示（平
13 国交告第1024 号の第三）

CLT耐⼒壁の壁倍率
建築基準法に基づく告示（平
13 国交告第1024 号)



分類 改善要望
改善要望の対象となる

現⾏法令等
現状改善・規制緩和等に関する

具体的提案
期待される効果

建築基準法第21条
建築基準法第61，62条
市街地火災の防止にかかる規
制

防火地域・準防火地域含め、地上4
階、5階建の建物については、45分、
60分よりも高い性能を有する準耐火構
造を設定する。また、更なる高層物件
について規制の合理化を進めるととも
に、耐火構造規定について⾒直しを進
める

木造建物の中高層化

スプリンクラーの設置等により、耐火
構造（１時間）の基準の緩和措置

CLTや大断面集成材等、木の部材
が内装と構造を兼ねる“現し”使い
の普及促進

法27条第1項において、以下を追記
「ただし、当該部分に消防法に規定さ
れるスプリンクラーを設置する場合に
は準耐火建築物とすることができる」

スプリンクラー設置による耐火構
造物の要件緩和による、木造によ
る構造計画の⾃由度拡大、耐火に
要するコストの低減

法107条第4項において、以下を追記
「当該部分に消防法に規定されるスプ
リンクラーを設置する場合には、この
表の「2時間｣を｢1時間｣に｢3時間｣を｢
2時間｣に読み替えるものとする」

RCやSと異なり、耐火性のない木材を
構造利⽤する場合には、耐火被覆がコ
スト増となる

耐火に関する多様な安全措置を認
めることによる、木造利⽤機会の
増大

耐火被覆の仕様だけでなく、避難計画
等の安全検証を鑑みた耐火の要件の緩
和

耐火建築における木造コストの低
減

内装制限がかかるため、壁・天井に⽤
いる不燃材（規格品）の種類が限ら
れ、オーダーはコスト高となる。無垢
材の使⽤が可なら、意匠性・樹種・産
地など製品の幅が広がる

事務所建築の内装木質化を促進す
ることによる、木の利⽤の普及

学校建築に適⽤している内装制限の除
外措置を、他の建種に拡大する

適⽤ケースを増やすことによる、
設計・建築主への啓蒙効果・理解
度向上

大版ユニットはCLTの最大のメリット
のひとつであるが、トラック輸送が可
能なサイズで制限されている
より大版のパネルがトラック輸送でき
るような規制緩和
現状、CLTを製造できる工場が限ら
れ、輸送によるコスト高や寡占による
価格競争⼒低下を招いている

輸送コストの削減、価格競争によ
る製造コストの低減

CLTが製造可能な工場の増設 各地の木材を⽤いたCLTの製作

消防との連携による
耐火要件の緩和

消防法ほか
建物⽴地条件や、耐火性能を所轄消防
署等へ登録することにより、耐火要件
を緩和する

建物の実質的な耐火性能、避難安
全性能等の総合評価による、安全
性能の⾒える化

CLT構法に関して、欧米並みの合
理化が達成され、コストダウン、
工期短縮が図れる

CLT製造拠点の拡充

法・規制
の⾒直し
緩和

防耐火基準緩和

建築基準法第27条、第107条
等

多様な耐火措置
建築基準法第27条、第107条
等

大規模建築物（研修
所を含む事務所⽤
途）における内装制
限の緩和

建築基準法施⾏令128条の4

政策等、
その他周
辺制度

大版CLTの輸送 道路交通法ほか












